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令 和 ３ 年 度 旭 市 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

 

（総 則） 

第１条 令和３年度旭市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 給水件数及び給水量等 

区     分 予   定   量 

給 水 件 数 ２１，１９０ 件  

年 間 給 水 量  ６，３２４，００１ ｍ３  

１ 日 平 均 給 水 量 １７，３２６ ｍ３  

 

 (2) 主要な建設改良事業 

配水管布設工事         事業費   １７，６００千円 

   配水管布設替工事        事業費  ４７，３３３千円 
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（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収         入 

 

第 １ 款 水 道 事 業 収 益 １，６５９，６９９千円 

 第 １ 項 営 業 収 益    １，４５１，１４７千円 

 第 ２ 項 営 業 外 収 益 ２０８，５５２千円 

    
支         出 

 
第 １ 款 水 道 事 業 費 用 １，４４８，２７０千円 

 第 １ 項 営 業 費 用 １，３９１，２５５千円 

 第 ２ 項 営 業 外 費 用 ３５，６１８千円 

 第 ３ 項 特 別 損 失 １，３９７千円 

 第 ４ 項  予 備 費 ２０，０００千円 

 
 

（資本的収入及び支出） 

第 ４ 条  資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、次 の と お り と 定 め る 。（ 資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に 対 し 不 足

す る 額 １ ５ ２ ，７ ４ ７ 千 円 は 、当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 ８ ，１ ８ ５ 千 円 、減 債 積

立 金 ４ ４ ， ０ ４ ６ 千 円 、 過 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 １ ０ ０ ， ５ １ ６ 千 円 で 補 て ん す る も の と す る 。 ）  
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収         入 

 
第 １ 款 資 本 的 収 入 ３８，３３３千円 

 第 １ 項  負 担 金 １５，３８４千円 

 第 ２ 項 給 水 申 込 納 付 金 ２２，９４９千円 

    

支         出 

 
第 １ 款 資 本 的 支 出 １９１，０８０千円 

 第 １ 項 建 設 改 良 費 １２７，０３３千円 

 第 ２ 項 企 業 債 償 還 金 ４４，０４６千円 

 第 ３ 項  そ の 他 資 本 的 支 出 １千円 

 第 ４ 項 予 備 費 ２０，０００千円 

 

 

（一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は、８０，０００千円と定める。 

 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) 第１項営業費用、第２項営業外費用、第３項特別損失との相互 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその

経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 (1) 職 員 給 与 費   ９２，２５２千円 

 (2) 交 際 費       ３３千円 

 

 

（他会計からの補助金） 

第８条 高料金対策のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、７９，１８７千円である。 

 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、５，１０９千円と定める。 

 

 

 

  令和 ３ 年 ２ 月２６日 提出 

 

 

旭 市 長  明  智  忠  直 

 

 

 

 

 



令 和 ３ 年 度 
 
 
 
 

水道事業会計予算に関する説明書 



 



収　　入 （単位：千円）

1 水 道 事 業 収 益 １，６５９，６９９

1 営 業 収 益 １，４５１，１４７

1 給 水 収 益 １，４３９，９７５ 水道料金

2 受 託 工 事 収 益 １ 配水管の移設等工事受託による収益

3 そ の 他 営 業 収 益 １１，１７１ 消火栓維持管理負担金、手数料

2 営 業 外 収 益 ２０８，５５２

1 受取利息及び配当金 １ 預金及び投資等による収益

2 他 会 計 補 助 金 ７９，７６３ 一般会計補助金

3 補 助 金 ７３，０７１ 千葉県市町村水道総合対策事業補助金

4 長 期 前 受 金 戻 入 ５５，７０７ 減価償却に伴う長期前受金の戻入

5 雑 収 益 １０ その他雑収益

令 和 ３ 年 度　　旭 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 予　　定　　額 備 考
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支　　出 （単位：千円）

1 水 道 事 業 費 用 １，４４８，２７０

1 営 業 費 用 １，３９１，２５５

1 原 水 及 び 浄 水 費 ８３１，００５ 受水に要する費用

2 配 水 及 び 給 水 費 ２２７，８７５ 配水、給水設備等の維持管理に要する費用

3 受 託 工 事 費 １ 配水管の移設その他の受託工事に要する費用

4 総 係 費 ９１，２５４ 業務全般に要する費用

5 減 価 償 却 費 ２３６，２１３ 固定資産減価償却費

6 資 産 減 耗 費 ４，９０７ 固定資産除却費

2 営 業 外 費 用 ３５，６１８

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

９，１１５ 企業債利息

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

２６，５０２ 消費税及び地方消費税納付予定額

3 雑 支 出 １ その他雑支出

3 特 別 損 失 １，３９７

1 過 年 度 損 益 修 正 損 １，３９７ 不納欠損等

4 予 備 費 ２０，０００

1 予 備 費 ２０，０００

款 項 目 予　　定　　額 備 考



収　　入 （単位：千円）

1 資 本 的 収 入 ３８，３３３

1 負 担 金 １５，３８４

1 負 担 金 １５，３８４ 消火栓設置負担金、配水管工事等負担金

2 給水申込納付金 ２２，９４９

1 給 水 申 込 納 付 金 ２２，９４９ 水道申込納付金

支　　出 （単位：千円）

1 資 本 的 支 出 １９１，０８０

1 建 設 改 良 費 １２７，０３３

1 拡 張 工 事 費 ４１，９７１ 配水管布設工事費等

2 改 良 工 事 費 ７３，５１３ 配水管布設替工事費等

3 固 定 資 産 取 得 費 １１，５４９ 水位計、圧力計更新

2 企 業 債 償 還 金 ４４，０４６

1 企 業 債 償 還 金 ４４，０４６ 企業債償還元金

3 その他資本的支出 １

1 そ の 他 資 本 的 支 出 １ 給水申込納付金返還金

4 予 備 費 ２０，０００

1 予 備 費 ２０，０００

款 項 目 予　　定　　額 備 考

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 予　　定　　額 備 考
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当年度純利益 202,780 有形固定資産の取得による支出 △ 135,679

減価償却費 236,213 工事負担金による収入 14,301

資産減耗費 4,907 給水申込納付金 20,862

貸倒引当金の増減額 541 投資活動によるキャッシュフロー △ 100,516

賞与引当金の増減額 △ 726

長期前受金戻入額 △ 55,707

受取利息 △ 1

支払利息 9,115

未収金の増減額 △ 898

未払金の増減額 1,827

棚卸資産の増減額 △ 501

　小　計 397,550

利息の受取額 1

利息の支払額 △ 9,115

業務活動によるキャッシュフロー 388,436

令和３年度旭市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書(間接法）

(単位：千円　　税抜）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュフロー Ⅱ　投資活動によるキャッシュフロー

(令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）



Ⅳ　資金の増加額 243,874

建設改良費等の財源に充てる
ための企業債の収入

建設改良費等の財源に充てる △ 44,046 Ⅴ　資金の期首残高 2,999,846

ための企業債の償還による支出

出資金による収入

財務活動によるキャッシュフロー △ 44,046 Ⅵ　資金の期末残高 3,243,720

Ⅲ　財務活動によるキャッシュフロー
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12,059 8,488 1,700
等　の　内　訳

前　年　度 3,730 1,020 1,030

期末 勤勉 児童

比　　較 △ 310 △ 110 200 △ 730 △ 1,639 △ 838 △ 60

3,300 150 1,610

夜間
勤務 勤務 特勤 勤務 勤務

本　年　度 3,420 1,020 920 3,500 150 880 10,420 7,650 1,640

特殊 時間外
宿日直

管理職

比
　
較

損益勘定支弁職員 △ 1 △ 60 △ 5,506 △ 3,487 △ 9,053 △ 2,470

合　　　計 △ 1 △ 60 △ 5,506 △ 3,487 △ 9,053 △ 2,470

合　　　計 10 12 180

△ 11,523

資本勘定支弁職員

本
年
度

損益勘定支弁職員 10 11 120 42,960 29,600 72,680

△ 11,523

前
年
度

損益勘定支弁職員 10 12 180 48,466 33,087 81,733 22,042 103,775

資本勘定支弁職員

区　　     分
職　員　数　（人） 給     　          　与　　               費

法定福利費 合　　計
特別職 一般職 報　酬 給　　料 職員手当等 計

48,466 33,087 81,733 22,042 103,775

休日
管理職

職　員　手　当

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書　　

１　総　括
（単位：千円）

（単位：千円）

区　　分 扶養 住居 通勤

11 120 42,960 29,600 72,680 19,572 92,252合　　　計 10

19,572 92,252

資本勘定支弁職員



（１）　職員1人当たり給与

２　給料及び職員手当等の状況

区　　　　　　　　　　分 企　業　職

令和3年1月1日現在

平均給料月額（円） 323,267

平均給与月額（円） 365,154

平均年齢（歳） 42.4

令和2年1月1日現在

平均給料月額（円） 321,392

平均給与月額（円） 380,547

平均年齢（歳） 42.4

大　　　学　　　卒 １８８，７００円 １８８，７００円

（２）　初　任　給

区　　　　　分 企　　業　　職

一　般　会　計　の　制　度

一　般　行　政　職

高　　　校　　　卒 １５４，９００円 １５４，９００円
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1 級

2 級

3 級

4 級

5 級

6 級

7 級

計

1 級

2 級

3 級

4 級

5 級

6 級

7 級

計

（級別の基準となる職務）

（３）　級別職員数

区　　　　　分 級
企　　　　　業　　　　　職

職　員　数　(人) 構　成　比　(％)

12 100.00

令和3年1月1日現在

1 8.33

1 8.33

2 16.67

4 33.34

2 16.67

1 8.33

1 8.33

12 100.00

令和2年1月1日現在

0.00

2 16.67

4 33.33

2 16.67

2 16.67

1 8.33

７　級

企　　業　　職
主事
技師

主事
技師

副主査
主任主事
主任技師

主査 副主幹 副課長 課長

区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

1 8.33

６　級



（４）　期末手当・勤勉手当

区　　　分

支給期別支給率

支給率計（月分）

職制上の段階、　職務

備　　　考

６月（月分） １２月（月分） の級等による加算措置

本　　年　　度 2.225 2.225 4.45 有

前　　年　　度 2.250 2.250 4.50 有

一 般 会 計 の 制 度 2.225 2.225 4.45 有

（５）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　　分 ２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 その他の加算措置等 備　　考

支　 給 　率 　等 24.586875月分 33.27075月分 47.709月分 47.709月分
定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

最高限度

扶　養　手　当 同

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 　給 　率 　等 ）

24.586875月分 33.27075月分 47.709月分 47.709月分
定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算）

（６）　その他の手当

区　　分 一般会計の制度との異同 差　　　　　　　　　異　　　　　　　　　の　　　　　　　　　内　　　　　　　　　容

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同
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千円 千円 千円 千円

1

(1)

イ 86,729

ロ 158,141

△ 84,876 73,265

ハ 12,581,162

△ 8,522,396 4,058,766

ニ 950,557

△ 707,970 242,587

ホ 12,064

△ 11,181 883

へ 6,523

△ 4,592 1,931

4,464,161

(2)

イ 13

ロ 276

289

4,464,450

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

令 和 ３ 年 度　　旭　市　水　道　事　業　予　定　貸　借　対　照　表　　

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

（ 令 和 ４ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

車 輌 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

施 設 利 用 権

その他無形固定資産



2

(1) 3,243,720

(2) 234,870

△ 1,230 233,640

(3) 17,998

3,495,358

7,959,808

千円 千円 千円 千円

3

(1)

イ
523,243

(2)

イ 52,574

575,817

4

(1)

イ
51,753

(2) 96,729

(3)

イ 7,207

(4) 11

155,700流 動 負 債 合 計

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

引 当 金

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

未 払 金

引 当 金

負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

そ の 他 流 動 負 債
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5

(1) 4,110,307

(2) △ 2,098,442

2,011,865

2,743,382

千円 千円 千円 千円

6 3,836,456

7

(1)

イ 123

ロ 1,226

1,349

(2)

イ 1,131,795

ロ 246,826

1,378,621

1,379,970

5,216,426

7,959,808

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

保 険 差 益

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益

その他資本剰余金

建 設 改 良 積 立 金



千円 千円 千円

1

(1) 1,279,474

(2) 15,005 1,294,479

2

(1) 747,195

(2) 186,080

(3) 106,598

(4) 242,348

(5) 222 1,282,443

12,036

3

(1) 80,282

(2) 74,998

(3) 58,291

(4) 540 214,111

令 和 ２ 年 度　　旭　市　水　道　事　業　予　定　損　益　計　算　書　　

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 費 用

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

原 水 及 び 浄 水 費

給 水 収 益

配 水 及 び 給 水 費

総 係 費

営 業 収 益

そ の 他 営 業 収 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 収 益

補 助 金
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4

(1)

10,007

(2) 0 10,007 204,104

216,140

5

(1) 299

(2) 0 299 △ 299

5

(1) 0 0 0

215,841

0

43,901

259,742

企 業 債 取 扱 諸 費

そ の 他 の 特 別 損 失

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び

雑 支 出

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

予 備 費

予 備 費



千円 千円 千円 千円

1

(1)

イ 86,729

ロ 158,141

△ 82,350 75,791

ハ 12,473,153

△ 8,317,596 4,155,557

ニ 939,863

△ 691,605 248,258

ホ 12,064

△ 10,951 1,113

へ 6,523

△ 4,369 2,154

4,569,602

(2)

イ 13

ロ 276

289

4,569,891

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

車 輌 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

令  和 ２ 年 度　　旭　市　水　道　事　業　予　定　貸　借　対　照　表　　

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

（ 令 和 ３ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

施 設 利 用 権

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

その他無形固定資産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
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2

(1) 2,999,846

(2) 233,972

△ 689 233,283

(3) 17,497

3,250,626

7,820,517

千円 千円 千円 千円

3

(1)

イ
574,998

(2)

イ 52,574

627,572

4

(1)

イ
44,045

(2) 94,902

(3)

イ 7,933

(4) 11

146,891

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

未 払 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

企 業 債

引 当 金

修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

負 債 の 部

固 定 負 債

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

貸 倒 引 当 金

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債



5

(1) 4,075,143

(2) △ 2,042,734

2,032,409

2,806,872

千円 千円 千円 千円

6 3,792,554

7

(1)

イ 123

ロ 1,226

1,349

(2)

イ 960,000

ロ 259,742

1,219,742

1,221,091

5,013,645

7,820,517

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

その他 資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益

利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

保 険 差 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額
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注   記 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

  ア たな卸資産の評価基準及び評価方法  

貯蔵品      先入先出法による原価法 

     
(2) 固定資産の減価償却の方法  

  ア 有形固定資産   定額法（ただし、水道事業の取替資産については取替法による。） 

イ 無形固定資産   定額法 

 

(3) 引当金の計上基準 

  ア 退職給付引当金 

     本市は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計は当該組合に掛金を拠出しているが、一般会計との取り決め

により、水道事業会計が負担金を拠出して以降の追加的負担は全額一般会計において措置することとなっているため、

水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。 

  イ 賞与引当金  

     職員の期末手当、勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払に備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負担に属する額を計上している。 

  ウ 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 
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(4) その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

  ア 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

２ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

(1) リース取引の処理方法 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。 

    所有権移転ファイナンス・リース取引で重要性の乏しいものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理による。 

    オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。 

 

３ その他の注記 

(1) 引当金の取り崩し 

ア 賞与引当金 

当年度において、６月分期末・勤勉手当及び法定福利費を支給するため、賞与引当金７，９３３千円を取り崩す。 

イ 貸倒引当金 

     当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金６８９千円を取り崩す。 

ウ 修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 


